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障害者総合支援法によるサービスは、自立支援給付と地域生活支援事業で構成されています。

                                

児童福祉法によるサービスは、障害児通所支

援、障害児入所支援、障害児相談支援で構成

されています。

■障害者総合支援法・児童福祉法によるサービスの内容については、下記にお問い合わせください。

対 象 者 問い合わせ先 電話・FAX番号

身体障がい者・児、

難病患者・児
障がい者福祉課 身体福祉係 電話 3463-19３７ FAX 5458-4935

知的障がい者・児 障がい者福祉課 知的福祉係 電話 3463-1978  FAX 5458-4935

精神障がい者・児

（発達障がいを含む）
障がい者福祉課 精神福祉係 電話 3463-1905  FAX 5458-4935

全国一律に提供されるサービスです。

補装具費の

支給

自立支援給付

自立支援医療

・更生医療

・育成医療

・精神通院医療

福祉サービスのしくみ

地域生活支援事業

相談支援

・計画相談支援

・地域相談支援

(地域移行支援、

地域定着支援)

区市町村が地域の状況を踏まえて

実施するサービスです。渋谷区で

は次の事業を実施しています。

障害児通所支援

・児童発達支援

・医療型児童発達支援

・放課後等デイサービス

・居宅訪問型児童発達支援

・保育所等訪問支援

障害児入所支援

（都道府県事業）

障害児相談支援

障害者総合支援法によるサービス

児童福祉法によるサービス

・ コミュニケーション支援

手話通訳者の派遣

要約筆記者の派遣

・日常生活用具費の支給

・住宅設備改善費の支給

・移動支援

・地域活動支援センター事業

・入浴介助サービス

・自動車改造費の助成

介護給付

・居宅介護（ホームヘルプ）

・重度訪問介護

・同行援護

・行動援護

・重度障害者等包括支援

・短期入所（ショートステイ）

・療養介護

・生活介護

・施設入所支援

訓練等給付

・自立訓練

・就労移行支援

・就労継続支援

・就労定着支援

・自立生活援助

・共同生活援助

（グループホーム）

障害福祉サービス
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１０ 

 

 

 

 

 

＊区内の指定障害福祉サービス事業所の一覧は、145ページ以降に掲載しています。 

 サービス名 サービスの内容 

訪

問

系

サ
ー
ビ
ス 

居宅介護 

（ホームヘルプ） 

自宅で、入浴、排せつ、食事の介護等を行います。 

⇒ 居宅介護（ホームヘルプ） 47ページ 

重度訪問介護 

重度の肢体不自由・知的障がい・精神障がいのある方で、常に介護を必要とす

る方に、自宅で、入浴、排せつ、食事の介護、外出時における移動支援などを

総合的に行います。 

同行援護 
重度の視覚障がいのある方が外出する際に、必要な代筆・代読、移動、排せつ・

食事等の支援を行います。 

行動援護 
自己判断能力が制限されている方が行動するときに、危険を回避するために

必要な支援、外出支援を行います。 

重度障害者等 

包括支援 

介護の必要性がとても高い方に、居宅介護等複数のサービスを包括的に行い

ます。 

日
中
活
動
系
サ
ー
ビ
ス 

短期入所 

（ショートステイ） 

自宅で介護する方が病気などの理由で介護を行うことができない場合に、 

短期間、夜間も含め、施設で、入浴、排せつ、食事の介護等を行います。 

⇒ 短期入所（ショートステイ） 63ページ 

療養介護 
医療と常時介護を必要とする方に、医療機関で機能訓練、療養上の管理、看護、

介護および日常生活の世話を行います。 

生活介護 
常に介護を必要とする方に、昼間、入浴、排せつ、食事の介護等を行うととも

に、創作的活動または生産活動の機会を提供します。 

自立訓練（機能

訓練・生活訓練） 

自立した日常生活または社会生活ができるよう、一定期間、身体機能または 

生活能力の向上のために必要な訓練を行います。 

就労移行支援 
一般企業等への就労を希望する方に、一定期間、就労に必要な知識および能力

の向上のために必要な訓練を行います。 

就労継続支援 
一般企業等での就労が困難な方に、働く場を提供するとともに、知識および 

能力の向上のために必要な訓練を行います。（Ａ型＝雇用型、Ｂ型＝非雇用型） 

就労定着支援 
就業に伴う生活面の課題に対応できるよう、事業所・家族との連絡調整等の

支援を行います。 

居
住
系
サ
ー
ビ
ス 

自立生活援助 
定期的な巡回訪問や随時の対応により、円滑な地域生活に向けた相談・助言

等を行います。 

共同生活援助 

（グループホーム） 

夜間や休日、共同生活を行う住居で、入浴、排せつ、または食事の介護、生活等

に関する相談や日常生活上の援助を行います。 

⇒ グループホーム（共同生活援助） 99ページ 

施設入所支援 施設に入所する方に、夜間や休日、入浴、排せつ、食事の介護等を行います。 

主なサービス一覧 

障害福祉サービス 
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１１ 

  

 

＊区内の指定障害児通所支援事業所の一覧は、149ページに掲載しています。 

サービス名 サービスの内容 

児童発達支援 
日常生活における基本的な動作の指導、知識技能の付与、集団生活への適

応訓練等の支援を行います。 

医療型児童発達支援 
上肢、下肢または体幹の機能に障がいがあり、理学療法等の機能訓練または

医療的な支援が必要な児童に対して、児童発達支援および治療を行います。 

放課後等デイサービス 
学校通学中の児童に、生活能力向上のための訓練等を提供し、自立を促進す

るとともに、放課後等の居場所づくりを推進します。 

居宅訪問型児童発達支援 
外出が著しく困難な児童に、自宅を訪問し、日常生活における基本的な動作

の指導、知識技能の付与、集団生活への適応訓練などの支援を行います。 

保育所等訪問支援 

保育所等（保育園、幼稚園、こども園など）を利用中または利用予定の児童

が、集団生活の適応のための専門的な支援を必要とする場合に、保育所等を

訪問して支援することで、保育所等の安定した利用を促進します。 

 

 

 

 

サービス名 サービスの内容 

コミュニケーション支援 

障がいや難病のため、意思疎通を図ることに支障がある方に、手話通訳者

や要約筆記者を派遣します。 

⇒ 手話通訳者の派遣、要約筆記者の派遣 77ページ 

日常生活用具費の支給 
日常生活用具の給付を通じて、日常生活の利便性の向上を図ります。 

⇒ 日常生活用具費の支給 53ページ 

住宅設備費改善費の支給 

重度の身体障がいのある方や難病患者等が日常生活を円滑にすることを

目的として、住宅の一部を改善するための費用を助成します。 

⇒ 住宅設備費改善費の支給 57ページ 

移動支援 
屋外での移動が困難な方に、社会生活上の必要な外出、余暇活動等の社会

参加のための外出支援を行います。 ⇒ 移動支援 69ページ 

地域活動支援センター事業 
創作的活動や社会との交流の機会等を提供します。 

⇒ 地域活動支援センター 20ページ 

入浴介助サービス 
家庭での入浴が困難な在宅の重度障がいのある方に対して、巡回入浴車

を派遣し、入浴の機会を提供します。 ⇒ 入浴介助サービス 58ページ 

自動車改造費の助成 

重度の身体障がいのある方が、就労等に伴い自動車を取得する場合、その

自動車の改造に要する経費を助成します。  

⇒ 自動車改造費の助成 73ページ 

自動車運転免許取得費の

助成 

自動車運転免許を取得する場合に必要となる経費の一部を補助します。 

⇒ 自動車運転免許取得費の助成 74ページ 

障害児通所支援 

地域生活支援事業 
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１２ 

 

 

 

 

＊区内の指定相談支援事業所の一覧は、149ページに掲載しています。 

サービス名 サービスの内容 

計画相談支援、 

障害児相談支援 

障害福祉サービス、障害児通所支援等の利用申請をした方のさまざま相談に応じ、

必要な情報の提供や関係機関との連絡調整を行います。 

また、障がいのある方の心身の状況、その置かれている環境、サービスの利用に関

する意向その他の事情を勘案して、利用するサービスの内容などを定めた「サービ

ス等利用計画（児童の場合は障害児支援利用計画）」を作成します。 

支給決定後も、一定の期間ごとにモニタリングを行い、計画の見直しや、障害福祉

サービス事業者等との連絡調整を継続して行います。 

地域相談支援 

[地域移行支援] 施設に入所中または病院に入院中の方が退所・退院し、地域生活

に移行するための相談その他必要な支援を行います。 

[地域定着支援] 自宅で単身生活をする方に対して、常時連絡体制を確保し、緊急

の事態等に相談その他必要な支援を行います。 

 

 

 

※ 次に記載するものは一例です。サービスによっては利用の流れが異なる場合があります。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

障がい者福祉課（17 ページ）、 

指定相談支援事業者（１４９ページ）に 

ご相談ください。 

障害福祉サービス等の利用の流れ （申請からサービスの利用まで） 

サービスを使ってみたい。自分の希望に

合うサービスがあるかを知りたい。 

① サ－ビスの相談 

② サ－ビスの申請 

利用したいサービスが決まったら、 

障がい者福祉課に申請します。 

③ サービス等利用計画案・障害児支援利用計画案の提出依頼 

障害福祉サービスを利用するには「サービス等利用計画」を、障

害児通所支援を利用するには「障害児支援利用計画」を作成する

必要があります。障がい者福祉課から申請者に、計画案の提出を

依頼します。（計画案提出の流れは、⑥～⑧で説明しています） 

渋谷区 

(障がい者福祉課) 

相談支援 

 

④ 勘案事項の聴き取り調査 

認定調査員 

区の職員または区の委託を受けた認定調査員

が、申請者の障がいの種類および心身の状態、

介護をする方の状況などについての聴き取り

調査を行います。 
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区は、計画案（⑧）、勘案事項の聴き取り内容（④）、障害支援

区分（⑤）などをもとに、申請のあった障害福祉サービス等の

支給の要否、支給量、負担上限月額などを決定します。決定

事項は受給者証に記載し、申請者に交付します。

⑦ 計画案の作成

・計画案の作成（）

⑨ 支給決定

⑪ サービス利用

サービスB

提供事業者

サービスA

提供事業者

計画の作成後、利用したいサービスを提供する事業者と利用契約を結

ぶことで、サービスの利用が始まります。

計画については、定期的な見直し（モニタリング）が行われます。

⑤ 審査・判定、障害支援区分の認定

介護給付（９ページ）および共同生活援助の申請をした方については、聴き取り調査の

結果と医師の意見書をもとに、専門医、障がい福祉有識者などから構成される「渋谷区

障害支援区分判定等審査会」による審査・判定が行われます。

審査・判定の結果をもとに、区が障害支援区分を認定します。

障害支援区分とは、障がいの多様な特性、その他心身の状態に応じて必要とされる標準的な支援の度合い

を総合的に表す指標で、6段階の区分で表します。区分1が最も支援の度合いが軽く、最も重いのは区分6

です。なお、区分には有効期間があり、期間満了後は再判定が必要です。

⑥の契約後、指定相談支援事業者は申請者のご

自宅などを訪問し、本人およびその家族と面接を

して、サービスを提供するうえで解決すべき課題

を把握します。事業者は、聴き取り結果をもとに

計画案を作成します。

⑧ 計画案の提出

指定相談支援事業者が作成した計画案を、障がい者福祉課に提出

します。（指定相談支援事業者の代理提出も可）

⑥ 指定相談支援事業者と契約を結ぶ 指定相談支援事業者

(相談支援専門員)

申請者は、指定相談支援事業者に連絡をして、計画案作成を依頼

し、その事業者と契約を結びます。

事業者に依頼せず、ご自分で計画案を作成する場合は、障がい者

福祉課に相談してください。

⑩ サービス等利用計画・障害児支援利用計画の作成

指定相談事業者は、支給決定後、サービス担当者会議を開催

し、サービス提供事業者との連絡調整を行って、「サービス等

利用計画」または「障害児支援利用計画」を作成します。
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１４ 

 

 

障害福祉サービス等の利用者負担は、所得に応じて、次の区分の負担上限月額が設定されています。

サービスにかかった費用の1割に相当する額が負担上限月額を超えた場合、その超えた分は負担する

必要がありません。また、食費や光熱水費などは原則として全額自己負担となります。 

区 分 対 象 負担上限月額 

生活保護 生活保護受給世帯 0円 

低 所 得 区民税非課税世帯 0円 

一般1 

区民税課税世帯（区民税所得割額が28万円未満）の障がい児 

（施設入所者を除く） 
４，６００円 

・ 区民税課税世帯（区民税所得割額が１６万円未満）の障がい者 

（施設入所者・グループホーム利用者を除く） 

・ 区民税課税世帯（区民税所得割額が２８万円未満）の２０歳未満の
施設入所者 

９，３００円 

一般2 

区民税課税世帯（一般１に該当する方を除く） 

（例） ・区民税所得割額が２８万円以上の世帯の障がい児 

・区民税所得割額が１６万円以上の世帯の障がい者 

・区民税課税世帯の施設入所者（２０歳以上） 

３７，２００円 

所得を判断する際の世帯の範囲は、次のとおりです。 

種 別 世 帯 の 範 囲 

１８歳以上の障がい者（施設に入所する18・19歳を除く） 障がいのある方とその配偶者 

障がい児（施設に入所する18・19歳を含む） 保護者の属する住民基本台帳での世帯 

 

 

 

１ 医療型個別減免 

医療型障害児入所施設に入所する方や療養介護を利用する方には、障害福祉サービス費の利用者

負担と医療費、食事療養費を合算して負担上限額を設定し、限度額を上回る額について減免を行

います。 

 

２ 高額障害福祉サービス費 

（１） 同じ世帯の中で障害福祉サービス等を利用する方が複数いる場合や、同一人が障害福祉サー
ビスと介護保険サービスを併用している場合、また、補装具費の支給（52ページ）を受けてい

る場合に、利用者負担額の合算が基準額を上回る方は、負担額が基準額まで軽減されます。 

基準額を超えて負担額を支払った場合には、その超えた分について、高額障害福祉サービス

費が支給されます。(償還払い方式) 

高額障害福祉サービス費算定基準額 

区 分 算 定 基 準 額 

生活保護および低所得 0円（高額障害福祉サービス費は発生しません） 

一般１および一般２ ３７，２００円 

障害福祉サービス等の利用者負担 

利用者負担額の減免 
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１５ 

（２） 65歳になる前に5年以上、特定の障害福祉サービスを利用していた方で、下記の要件をすべ

て満たす場合、2018年（平成30年）4月以降の障害福祉サービス相当の介護保険サービスの

利用者負担額が償還されます。 

[ 対象者要件 ] 

① 65歳に達する日まで5年間継続して特定の障害福祉サービス（注1）の支給決定を受けて

おり、介護保険移行後に、これらに相当する特定の介護保険サービス（注1）を利用すること。 

（注1）特定のサービスについて 

特定の障害福祉サービス 

（介護保険サービス相当の 

障害福祉サービス） 

居宅介護、重度訪問介護、生活介護、短期入所 

特定の介護保険サービス 

（障害福祉サービス相当の 

介護保険サービス） 

訪問介護、通所介護、短期入所生活介護、地域密着型通所

介護小規模多機能型居宅介護（介護予防サービスおよび

地域密着型介護予防サービスを除く） 

② 65歳に達する日の前日に、本人および同一世帯に属する配偶者が「区民税非課税」または

「生活保護」に該当していること。 

③ 65歳に到達した後、特定の介護保険サービスの利用月に、本人および同一世帯に属する

配偶者が「区民税非課税」または「生活保護」に該当していること。 

④ 65歳に達する日の前日までにおいて、障害支援区分が区分2以上であったこと。 

⑤ 40歳から65歳までの間に特定疾病により介護保険サービスを利用していないこと。 

 

３ 食費等実費負担の軽減 

施設でサービスを利用するときに支払う食費や光熱水費などは、施設ごとに金額が設定されます。

原則として全額自己負担ですが、次のような負担軽減制度があります。 

対 象 者 年 齢 世帯区分 負 担 軽 減 の内 容 

入所施設利用者 

20歳以上 
・生活保護 

・低所得 

一定収入額が手元に残るように、食費や光熱

水費の負担が軽減されます。 

20歳未満 すべての区分 

地域で子どもを養育する世帯と同様の負担と

なるように、食費や光熱水費の負担が軽減さ

れます。 

グループホーム 

利用者 
ー 

・生活保護 

・低所得 

家賃の実費負担が月1万円（家賃の額が1万円

を下回る場合は、当該家賃の額）軽減されま

す。（特定障害者特別給付費の支給） 

通所サービス 

利用者 
ー 

・生活保護 

・低所得 

・一般１ 

食費負担が、食材料費のみの負担となるよう

軽減します。 
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１６ 

４ 生活保護への移行防止策 

さまざまな軽減措置を行っても、負担上限月額や食費等の実費負担により生活保護の対象になっ

てしまう場合には、生活保護の対象にならない額まで負担上限月額の引き下げや食費等実費負担

の軽減を行います。 

 

５ 障害児通所支援に係る利用者負担額の多子軽減 

障害児通所支援（放課後等デイサービスは除く）を利用する児童に未就学の兄・姉がいる場合、障害

児通所支援の利用者負担額が軽減されます。なお、区民税所得割の合算が77,101円未満の世帯

（年収約360万円未満相当世帯）については、当該児童の兄・姉の年齢を問わず、軽減を受けるこ

とができます。詳しい条件については、障がい者福祉課までお問い合わせください。 

 

６ 就学前の障害児通所支援に係る利用者負担額の無償化 

 （1） 対象となるサービス 

① 児童発達支援 

② 医療型児童発達支援 

③ 居宅訪問型児童発達支援 

④ 保育所等訪問支援 

⑤ 福祉型障害児入所施設 

⑥ 医療型障害児入所施設 

 （2） 対象となる期間 

満3歳になって初めての4月1日から、小学校入学までの3年間 

 （3） 無償化される費用 

児童福祉法に基づくサービス費用の利用者負担額 

※ 医療費や食費等の実費負担については無償化の対象外です。 

 

７ 渋谷区独自の負担軽減 

（１）                

 

高額障害福祉サービス費（１４ページ）を算定後、移動支援（６９ページ）にかかる利用者負担額

を合算し、基準額を超えて負担額を支払った場合には、その超えた分について、償還払いの

方法で支給します。 

 

(2)   

それぞれの支給決定時に、日常生活用具費（53ページ）と補装具費（52ページ）の利用者負

担額の合算が、負担上限月額を超えないようにします。 

移動支援 

 

＋ 
障害福祉サービス 

 障害児通所支援 

 

補装具費の支給 

 

日常生活用具費の支給 

 

＋ 


